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平成 30 年２月 26 日 

各位 

会 社 名  株式会社ヤマダ電機 

代表者名  代 表 取 締 役 社 長  桑野 光正 

（コード番号 9831 東証第一部） 

問合せ先  取締役兼執行役員専務  岡 本  潤 

（TEL. 0570-078-181） 

 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、平成30年２月 25日付の取締役会決議で、連結子会社である株式会社ナカヤマ（以下「ナカヤマ」といいま

す。）を吸収合併（以下「本合併」といいます。）することを決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。なお、

本合併は、100％子会社を対象とする簡易合併・略式合併であるため、開示事項・内容を一部省略しております。 

 

記 

１．合併の目的 

当社グループは、少子高齢化、人口減、ネット社会の浸透等、大きな社会ニーズの変化の中、将来における持

続的成長、発展のため、家電をコアに生活インフラとしての「住宅まるごと」提案を新たな事業の柱の一つと位置付

け、新業態店舗等の展開を行っております。ナカヤマは、リフォーム専業メーカーとして、商品の開発から製造、販

売、施工、アフターサービスまで一貫して行ってまいりました。本合併は、ナカヤマと新業態店舗等の融合、本社機

能や各種インフラの統合等を通じ、グループ経営の効率化と事業基盤、営業戦略の強化を図ることを目的としてお

ります。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

合併決議取締役会    ： 平成 30 年２月 25 日（日） 

合併契約締結日    ： 平成 30 年２月 25 日（日） 

合併承認株主総会    ： 本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項 

の規定に基づく簡易合併であり、ナカヤマにおいては、

会社法第784条第１項の規定に基づく略式合併であるた

め、合併契約承認株主総会は開催いたしません。 

合併予定日（効力発生日）   ： 平成 30 年４月１日（日）（予定） 

 

（２）合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、ナカヤマは解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当の内容 

該当事項はありません。 

 

（４）合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

３．合併の当事会社の概要 
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存続会社 

（平成 29 年９月 30 日現在） 

消滅会社 

（平成 29 年 12 月 31 日現在） 

（１）名称 株式会社ヤマダ電機 株式会社ナカヤマ 

（２）所在地 群馬県高崎市栄町１番１号 埼玉県上尾市泉台三丁目４番４号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 桑野 光正 代表取締役社長 中山 嘉己 

（４）事業内容 家庭電化製品小売 住宅リフォーム事業、建築設計管理事

業、住宅建材製造事業、設備機器製造事

業、CG／CAD サービス事業等 

（５）資本金 71,058 百万円 100 百万円 

（６）設立年月日 昭和 53 年６月１日 平成２年８月 31 日 

（７）発行済株式数 966,489,740 株 2,800 株 

（８）決算期 ３月末日 12 月末日 

（９）大株主及び持株比率 

 

①ゴールドマンサックスインターナショナル

（常任代理人 ゴールドマン・サックス証

券株式会社）[8.39％] 

②株式会社テックプランニング[6.75％] 

③ソフトバンクグループ株式会社[4.99％] 

④日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）[4.40％] 

⑤日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）［3.44％］ 

①株式会社ヤマダ電機[100.00％] 

（以下、余白） 

（10）直前事業年度の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 29 年３月期（連結） 平成 28 年 12 月期 

純資産 585,547 百万円 △1,543 百万円 

総資産 1,159,456 百万円 8,863 百万円 

１株当たり純資産 697.46 円 △551,267.19 円 

売上高 1,563,056 百万円 20,187 百万円 

営業利益 57,895 百万円 △1,990 百万円 

経常利益 66,040 百万円 △1,904 百万円 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
34,528 百万円 △2,086 百万円 

１株当たり当期純利益 43.00 円 △745,316.68 円 

 

４．合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期の変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社の連結子会社との合併であるため、連結業績に与える影響は軽微です。 

以上 


